
地域自殺対策緊急強化事業費補助金（秋田
県）

600 ` ` ` ` 600

医療施設等設備整備費補助金（秋田県） 7¶193 ` 4¶517 ` ` 2¶675

新 人 看 護 職 員 研 修 （秋 田 県） 1¶229 ` ` ` ` 1¶229

高度・専門医療体制整備事業費補助金（秋
田県）

331¶758 ` 329¶994 ` ` 1¶764

ＡＫＩＴＡ留学生サポート事業費補助金 1¶636 ` ` ` ` 1¶636

事 業 所 内 保 育 施 設 助 成 金 2¶382 ` ` ` ` 2¶382

合 計 836¶627 205 570¶717 ` ` 264¶899

注 損益計算書の補助金等収益には、平成23年度交付分の預り補助金等からの収益2¶524千円が含まれております。
Ĵ 役員及び教職員の給与の明細

〔単位：千円、人〕

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 常 勤 （74¶980）
74¶980

6 ` `

非 常 勤 （`）
2¶372

2 ` `

計 （74¶980）
77¶352

8 ` `

教 職 員 常 勤 （8¶557¶300）
8¶557¶300

1¶328 （942¶209）
942¶209

71

非 常 勤 （`）
3¶194¶503

1¶118 （`）
24¶156

204

計 （8¶557¶300）
11¶751¶804

2¶446 （942¶209）
966¶366

275

合 計 常 勤 （8¶632¶280）
8¶632¶280

1¶334 （942¶209）
942¶209

71

非 常 勤 （`）
3¶196¶876

1¶120 （`）
24¶156

204

計 （8¶632¶280）
11¶829¶156

2¶454 （942¶209）
966¶366

275

K̂ 開示すべきセグメント情報
〔単位：千円〕

区 分 附属病院 附属学校 大 学 小 計 法人共通 合 計

業 務 費 用

業 務 費 18¶046¶833 842¶346 9¶279¶260 28¶168¶439 1¶311¶539 29¶479¶978

教 育 経 費 12¶014 90¶512 1¶101¶351 1¶203¶878 97¶404 1¶301¶283

研 究 経 費 51¶367 ` 1¶471¶624 1¶522¶991 13¶919 1¶536¶911

診 療 経 費 11¶446¶676 ` ` 11¶446¶676 ` 11¶446¶676

教育研究支援経費 ` ` 240¶322 240¶322 53¶595 293¶918

受 託 研 究 費 54¶244 ` 322¶569 376¶814 3¶059 379¶873

受 託 事 業 費 9¶083 ` 50¶321 59¶404 3¶244 62¶649

人 件 費 6¶473¶447 751¶833 6¶093¶069 13¶318¶350 1¶140¶315 14¶458¶665

役 員 人 件 費 ` ` ` ` 85¶418 85¶418

教 員 人 件 費 1¶838¶771 694¶696 4¶494¶771 7¶028¶239 78¶271 7¶106¶510

職 員 人 件 費 4¶634¶676 57¶137 1¶598¶298 6¶290¶111 976¶625 7¶266¶737
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注１．報酬等の支給の基準
役員報酬：「国立大学法人秋田大学役員報酬規程」によっております。
役員退職手当：「国立大学法人秋田大学役員退職手当規程」によっております。
職員給与：「国立大学法人秋田大学職員給与規程」によっております。
職員退職手当：「国立大学法人秋田大学職員退職手当規程」によっております。
非常勤職員給与：「国立大学法人秋田大学非常勤職員就業規則」によっております。
非常勤職員退職手当：「国立大学法人秋田大学に勤務する非常勤職員の退職手当に関する規程」

によっております。

２．支給人員数は、報酬又は給与は年間平均支給人員数で算出、退職給付は年間支給人員数で算

出しております。

３．常勤・非常勤の定義等は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法

等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）に準じており、常勤職員とは、ガイドライン中

の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用す

る者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者

及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことであります。

４．（ ）書きは「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成16年

６月３日付人事課長 16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必

要がある役職員」の支給額を内数で記載しております。

５．上記には、賞与引当金繰入額（69¶607千円）、退職給付引当金繰入額（35¶066千円）、法定福

利費（1¶558¶469千円）は含めておりません。
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